
教 育 行 政 調 査 の 概 要 

 この調査は、昭和２８年度から平成１１年度まで毎年実施していたが、以後隔年調査となった。 
  
１ 調 査 目 的 

  地方教育行政機関の組織等の状況を明らかにし、教育諸施策を検討・立案するための基礎資料

を得ることを目的とする。 
 
２ 調 査 対 象 

県及び県内８９市町村（一部教育事務組合を含む。）の教育委員会 

平成１９年度の調査対象は次のとおりである。 

区        分 平成１９年度 

県 教 育 委 員 会 

市 教 育 委 員 会 

町 教 育 委 員 会 

村 教 育 委 員 会 

一部教育事務組合 

１ 

１９ 

２５ 

３７ 

 ７ 

 
       
３ 調 査 内 容 

(１) 教育委員会の類型 
(２) 教育委員の性別、年齢、職業、履歴及び報酬 
(３) 教育長の性別、年齢、職業、履歴及び給与 
(４) 事務局の本務職員数 

４ 調 査 期 日 
  平成１９年５月１日 

５ 調 査 系 統 

  
 
 
 
※ 本調査利用上の注意 

 結果の概要及び統計表には、県教育委員会は含まれていない。 
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